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風荷重を受ける超高層アクティブ免震建築物における応答と制御力の考察 

－積層ゴムの固有周期と LQR 重み関数をパラメータとした解析結果の比較－ 
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1. 研究背景および研究目的 

1995 年の兵庫県南部地震以降、建築物の倒壊防止や部

材損傷防止を目的として免震構造を採用する建築物が増

加している 1)。免震建築物の問題点として、上部構造に直

接作用する風荷重を遮断できず、建物応答が増大してし

まうことが挙げられる。 

そこで、1989 年に建築物の地震荷重や風荷重の応答低

減を目的としてアクティブ制振を併用する方法が提案さ

れた 2)。近年ではアクティブ制振と免震構造を併用したア

クティブ免震も登場している 3)。しかし、超高層建築物へ

の適用事例はいまだ存在しない。この原因は地震荷重や

風荷重に対する応答が未解明な点が多いことにある。 

そこで本研究では、超高層アクティブ免震建築物の風

荷重応答を対象とし、時刻歴応答解析を行うことで応答

制御力と建物応答について考察を行う。 

2. 解析概要 

2.1. モデル概要および風力概要 

本研究ではアスペクト比 5、辺長比 1、高さ 150 m の鉄

骨造超高層アクティブ免震建築物を対象とする。力学モ

デルを図 1 に、モデルの各諸元を表 1 に示す 

上部構造を 40質点とし、各層の剛性𝑘𝑖は文献
4)により与

えられ、減衰は剛性比例型とする。免震層を 1質点とし、

天然系積層ゴムと履歴型鋼材ダンパーで構成され、バイ

リニア型の復元力特性とする。本研究のモデルの振動方

程式を次式に示す。 

𝐌𝐱̈(𝑡) + 𝐂𝐱̇(𝑡) + 𝐊𝐱(𝑡) + 𝐄𝐡𝐲𝐹hy(𝑡) = 𝐄𝐟𝐟(𝑡) − 𝐄𝐮𝑢(𝑡) (1) 

ここで、𝐱(𝑡)：応答変位ベクトル[m]、𝐌：質量マトリ

クス[kg]、𝐂：減衰マトリクス[N・s/m]、𝐊：剛性マトリク

ス[N/m]、𝐹hy(𝑡)：履歴減衰力[N]、𝐟(𝑡)：風荷重ベクトル

[N]、𝑢(𝑡)：制御力[N]である。なお、𝐄𝐡𝐲, 𝐄𝐟, 𝐄𝐮は各荷重

の入力マトリクスを示し、次式により定義する。 

𝐄𝐡𝐲 = [1 0 ⋯ 0]T, 𝐄𝐟 = 𝐈, 𝐄𝐮 = [1 0 ⋯ 0]T (2a, b, c) 

また、上部構造の 1次モードを下記の直線分布とする。 

𝜙𝑖 = 𝑖     (𝑖 = 1~40) (3) 

風荷重は風洞実験結果 5)を用い、10ケースのデータで時

刻歴応答解析を行う。表 2に風荷重の各諸元を、図 2に風

洞実験結果を示す。 

表 1 モデルの各諸元  表 2 風力の概要 

 パラメータ 数値  計画地 東京 

上

部

構

造 

構造種別 鉄骨  再現期間 500 年 

アスペクト比 5  地表面粗度区分 Ⅲ 

辺長比 1  風向角 0° 

高さ 150 m  設計風速 61 m/s 

幅 30 m 

 

奥行き 30 m 

自由度 40 

第𝑖層階高 3.75 m 

密度 175 kg/m3 

1 次固有周期 3.75 s 

1 次減衰定数 2 % 

免

震

層 

幅 30 m 

奥行き 30 m 

面密度 2,500 kg/m2 

自由度 1 

ゴム固有周期 5, 6, 7 s 

降伏比 4 % 

降伏変位 3 cm 図 1 力学モデル 

 

風直交方向 ―：平均 ―：10 ケース 

風方向   ―：平均 ―：10 ケース 

 

図 2 風洞実験結果 図 3 ブロック線図 

2.2. 制御系概要 

式(1)の状態方程式を次式に示す。 

𝐳̇(𝑡) = 𝐀𝐳(𝑡) − 𝐁𝐡𝐲𝐹hy(𝑡) + 𝐁𝐟𝐟(𝑡) − 𝐁𝐮𝑢(𝑡) (4) 

ここで、𝐳(𝑡)：状態ベクトル、𝐀：システムマトリクス

𝐁𝐡𝐲, 𝐁𝐟, 𝐁𝐮は各荷重の入力ゲインであり、次式による。 

𝐳(𝑡) = [
𝐱(𝑡)

𝐱̇(𝑡)
] , 𝐀 = [

𝟎 𝐈
−𝐌−1𝐊 −𝐌−1𝐂

] (5a, b) 

𝑠−1𝐈 

𝐁𝐟 

𝐁𝐮 
𝐳̇(𝑡) 

𝐀 

𝐳(𝑡) 

𝐊𝐏 
𝑢(𝑡) 

－ 

𝐟(𝑡) 

𝐁𝐡 
－ 

𝑭𝒉𝐲(𝑡) 
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𝐁𝐡𝐲 = [𝟎 (𝐌−1𝐄𝐡𝐲)
T

]
T

, 𝐁𝐟 = [𝟎 (𝐌−1𝐄𝐟)T]T (5c, d) 

𝐁𝐮 = [𝟎 (𝐌−1𝐄𝐮)T]T (5e) 

本研究ではフィードバック制御を行い、制御力は以下

の制御側に従う 6)。図 3 にブロック線図を示す。 

𝑢(𝑡) = 𝐊𝐏𝐳(𝑡) = [𝐊𝐏𝐃 𝐊𝐏𝐕][𝐱T(𝑡) 𝐱̇T(𝑡)]T (6) 

𝐊𝐏：フィードバックゲインであり、𝐊𝐏𝐃および𝐊𝐏𝐕はそ

れぞれ変位と速度に対するフィードバックゲインである。 

本研究では、次式の評価関数𝐽を最小化する最適レギュ

レータを用いてフィードバックゲインを得る。 

𝐽 = ∫ [𝐳T(𝑡)𝐐𝐳(𝑡) + 𝑢T(𝑡)𝑅𝑢(𝑡)]𝑑𝑡
∞

0

(7) 

ここに、𝐐と𝑅はそれぞれ状態ベクトル𝐳(𝑡)と制御力

𝑢(𝑡)に対する重み行列である。本研究は免震層の変位を抑

えるために、以下の重み行列を用いる。 

𝐐 = 10𝛽 [
𝐃 𝟎
𝟎 𝟎

] , 𝑅 = 1, 𝐃 = diag(1,0, … ,0) (8a, b, c) 

ここで、𝛽：重み指数、𝐃：第 1 成分のみ 1 の対角行列

であり、免震層の変位のみ重みづけすることを意味する。 

2.3. 解析項目および設計クライテリア 

本研究では、表 1に示す超高層免震建築物に風方向荷重、

風直交方向荷重がそれぞれ作用した場合を想定し、制御

力、頂部応答加速度、第 1層のベースシア係数を比較する。 

また、𝑇0 = 5 sの免震変位が 0, 15, 30 cm になるようなア

クティブ制御を行うために式(8a)の重み指数を表 3 のよう

に設定する。また、表 4 に設計クライテリアを示す。 

表 3 重み指数の設定  表 4 設計クライテリア 

免震層の想定変位 重み指数𝛽  項目 数値 

0 cm 22  免震層最大変位 45 cm 

15 cm 15.2  頂部最大加速度 200 gal 

30 cm 13  ベースシア係数 0.2 

3. 解析結果 

3.1. 制御力と免震層の最大応答変位 

図 4に制御力と免震層の最大応答変位を示す。風方向、

風直交方向ともに約 10,000 kN 以上の制御力を出力するこ

とにより免震層の最大変位を 15 cm 以内に抑えることがで

きることを確認した。また、全層風力（約 25,000 kN）と

等しい制御力で免震層の最大変位を 0 cm に収束させるこ

とができることを確認した。 

3.2. 頂部最大応答加速度 

図 5に頂部最大応答加速度を示す。風方向では全ケース

で 200 gal を下回り、100 gal 程度であった。しかし、風直

交方向では 200 galを上回るケースが多く、式(8a)において

適切な重み指数を選択することにより 200 gal 程度に抑え

設計クライテリアを満たすことができた。 

3.3. ベースシア係数 

図 6に第 1層のベースシア係数を示す。ベースシア係数

は制御力の大きさによらず概ね 0.1 で一定となることを確

認した。 

×：免震なし 〇：𝑇0 = 5 s □：𝑇0 = 6 s △：𝑇0 = 7 s 

  

(a) 風方向 (b) 風直交方向 

図 4 制御力と免震層の最大応答変位 

  

(a) 風方向 (b) 風直交方向 

図 5 頂部最大応答加速度 

  

(a) 風方向 (b) 風直交方向 

図 6 ベースシア係数 

4. 結論 

本研究は高さ 150ｍ、アスペクト比 5、辺長比 1 の超高

層アクティブ免震建築物における風荷重応答および制御

力について考察した。得られた知見を以下に示す。 

このモデルでは約 10,000 kN 以上の制御力を出力するこ

とにより積層ゴムの固有周期𝑇0に依存せず免震層の最大変

位を 15 cm 以内に抑えることができる。また、このような

制御を行う場合、頂部最大応答加速度において風方向は

200 gal を下回り、風直交方向は適切な重み指数を選択す

ることで設計クライテリアを満たすことができる。対し

てベースシア係数は制御力の大きさによらず概ね 0.1 で一

定になることを確認した。 
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